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自治体の新設合併に伴う職員の身分変動と不利益処分該当性に関する意見書
平
成
二
○
年
八
月
十
四
日
高
松
高
等
裁
判
所
第
二
部
法
曹
養
成
研
究
科
（
教
授
林
勝
自
治
体
の
新
設
合
併
に
伴
う
職
員
の
身
分
変
動
と
不
利
益
処
分
該
当
性
に
関
す
る
意
見
書
国
立
大
学
法
人
熊
本
大
学
大
学
院
法
曹
養
成
研
究
科
（
法
科
大
学
院
）
平
成
二
○
年
（
行
三
第
二
号
裁
決
取
消
請
求
控
訴
事
件
控
訴
人
（
第
一
審
被
告
）
丸
亀
市
被
控
訴
人
（
第
一
審
原
告
）
甲
野
一
郎
外
一
名
（
注
）
資自治
体
の
新
設
合
併
に
伴
う
職
員
の
身
分
変
動
と
不
利
益
処
分
該
当
性
に
関
す
る
意
見
書
料美
御
中
自
治
体
の
新
設
合
併
に
伴
う
職
員
の
身
分
変
動
と
不
利
益
処
分
該
当
性
に
関
す
る
意
見
書
の
提
出
に
つ
い
て
控
訴
人
（
第
一
審
被
告
）
、
被
控
訴
人
（
第
一
審
原
告
）
間
の
高
松
高
等
裁
判
所
・
平
成
二
○
年
（
行
三
第
二
号
・
裁
決
取
消
請
求
控
訴
事
件
に
つ
い
て
、
控
訴
人
か
ら
、
自
治
体
の
新
設
合
併
に
伴
う
職
員
の
身
分
変
動
と
不
利
益
処
分
該
当
性
に
つ
い
て
、
意
見
を
求
め
ら
れ
た
の
で
、
次
の
と
お
り
意
見
を
述
べ
る
も
の
で
あ
る
。
（
注
）
被
控
訴
人
（
第
一
審
原
告
）
名
は
、
仮
名
に
し
て
い
る
。
林
勝
美
6１（熊本法学115号'08）
科
自
治
体
の
新
設
合
併
に
伴
う
職
員
の
身
分
変
動
と
不
利
益
処
分
該
当
性
に
関
す
る
意
見
書
資
目
次第
３２１３２
第第ⅡＩ
１２５４３２１１
本結
木本公第第合一本文論
４
甲
第
五
五
号
証
松
尾
意
見
書
の
誤
り
本
文本
件
事
件
の
概
要
一
市
二
町
の
新
設
合
併
合
併
協
定
書
の
締
結
及
び
そ
の
内
容
第
一
審
原
告
ら
に
対
す
る
人
事
発
令
第
一
審
原
告
ら
の
不
服
申
立
て
公
平
委
員
会
の
審
理
及
び
却
下
裁
決
本
件
事
件
の
争
点
本
件
各
発
令
は
、
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
不
利
益
処
分
に
該
当
す
る
か
争
点
に
対
す
る
第
一
審
判
決
の
判
断
本
件
事
件
の
争
点
に
対
す
る
意
見
新
設
合
併
の
性
質
職
員
の
身
分
変
動
の
性
質
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
不
利
益
処
分
の
性
質
及
び
そ
の
射
程
自
治
体
の
新
設
合
併
に
伴
う
一
般
職
の
職
員
の
身
分
は
、
合
併
に
よ
っ
て消滅する自治体の職員が一旦身分を失うことを前提とした上
で
、
改
め
て
合
併
後
の
自
治
体
が
そ
の
者
を
新
た
に
任
命
行
為
を
も
っ
て
採
用
す
る
努
力
義
務
を
課
し
た
特
別
法
に
よ
り
、
政
策
的
に
継
続
す
る
と
し
た
も
の
で
あ
る
か
ら
、
前
後
の
身
分
継
続
を
前
提
と
し
て
適
用
さ
れ
る
地
方
公
務
員
法
（
以
下
「
地
公
法
」
と
い
う
。
）
第
四
九
条
第
一
項
に
い
う
「
不
利
益
処
分
」
が
問
題
と
な
る
場
面
で
な
い
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
第
一
審
判
決
は
、
消
滅
と
新
設
前
後
の
自
治
体
の
職
員
の身分取扱いの公正を規定していないことが明らかな合併特例
法
第
九
条
第
二
項
の
解
釈
適
用
を
誤
り
、
更
に
身
分
継
続
が
前
提
で
あ
る
地公法第四九条第一項にいう不利益処分該当性の解釈適用を誤っ
てなされたことが明らかな判決であるから、速やかに取消され
る
べ
き
も
の
で
あ
る
。
Ｉ
結
論 第第
５４６ ５
被
控
訴
人
ら
提
出
の
二
○
○
八
年
八
月
七
日
付
準
備
書
面
（
控
訴
三
に
対
す
る
意
見
第
一
審
判
決
の
誤
り
結論（まとめ）
意
見
書
提
出
者
の
略
歴
及
び
著
書
等
(熊本法学115号'08）６２
自治体の新設合併に伴う職員の身分変動と不利益処分該当性に関する意見書
第
１
本
件
事
件
の
概
要
１
｜
市
二
町
の
新
設
合
併
一
市
二
町
の
合
併
は
、
丸
亀
市
・
綾
歌
町
・
飯
山
町
の
新
設
合
併
（
対
等
合
併
）
と
し
て
行
わ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
こ
れ
ら
の
市
町
が
す
べ
て
廃
止
さ
れ
て
そ
の
法
人
格
が
消
滅
し
、
新
た
に
新
丸
亀
市
（
第
一
審
被
告
）
が
創
設
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
（
乙
第
三
号
証
の
合
併
協
定
書
第
一
項
（合併の方式）及び第三項（新市の名称））。
と
こ
ろ
で
、
新
丸
亀
市
に
お
い
て
、
新
た
に
「
丸
亀
市
行
政
組
織
条
例
」
（乙第四号証）、「丸亀市職員職名に関する規則」（乙第五号証）、
「丸亀市職員定数条例」（乙第六号証）、「丸亀市職員の給与に関
す
る
条
例
」
（
乙
第
七
号
証
）
、
「
丸
亀
市
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
施
行規則」（乙第八号証）、「丸亀市給料表の級別職務分類に関す
る規程」己第九号証）、その他の市制に関わる条例、規則等が、
平
成
一
七
年
三
月
二
一
一
日
付
を
も
っ
て
施
行
さ
れ
（
乙
第
三
号
証
の
合
併
協定書第二項（合併の期日））、これらの新条例・新規則等に基
づいて、組織・機構等が新たに編成・構築されたものである。
そ
し
て
、
被
控
訴
人
（
第
一
審
原
告
）
ら
は
、
こ
れ
ら
の
新
条
例
・
新
規
則
等
に
基
づ
い
て
、
新
た
に
新
丸
亀
市
の
職
員
と
し
て
辞
令
交
付
を
経
て
採
用
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
Ⅱ
本
文
」のことは、
２
合
併
協
定
書
の
締
結
及
び
そ
の
内
容
合
併
協
定
書
（
乙
第
二
号
証
）
は
、
一
市
二
町
に
よ
り
、
平
成
一
六
年
二
月
二
七
日
に
締
結
さ
れ
、
合
併
の
期
日
は
、
平
成
一
七
年
三
月
二
二
日
と
さ
れ
た
こ
と
は
、
す
で
に
述
べ
た
と
お
り
で
あ
る
。
と
こ
ろ
で
、
一
般
職
の
職
員
の
身
分
取
扱
い
に
つ
い
て
は
、
合
併
協
定
書
第
八
項
に
、
次
の
よ
う
に
そ
の
内
容
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。
すなわち、
「
８
｜
般
職
の
職
員
の
身
分
の
取
扱
い
「
本
来
、
職
員
の
任
用
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
方
公
共
団
体
と
職
員
と
の
間
の
固
有
の
勤
務
関
係
の
設
定
で
あ
り
、
専
属
的
な
性
質
を
も
つ
も
の
と
解
さ
れ
る
の
で
、
法
律
に
特
別
の
定
め
が
な
い
限
り
、
勤
務
関
係
の
主
体
が
消
滅
し
た
と
き
に
当
然
に
他
の
勤
務
関
係
に
編
入
さ
れ
る
と
解
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。
市
町
村
の
合
併
の
特
例
に
関
す
る
法
律
（
昭
四
○
法
六
）
第
六
条
（
現
行
の
第
九
条
ｌ
意
見
書
作
成
者
記
載
）
が
、
合
併
関
係
市
町
村
は
協
議
に
よ
り
、
一
般
職
の
職
員
が
引
き
続
き
合
併
市
町
村
の
職
員
と
し
て
身
分
を
保
有
す
る
よ
う
「
措
置
』
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
定
め
て
い
る
の
は
、
合
併
に
よ
っ
て
消
滅
す
る
市
町
村
の
職
員
が
、
一
旦
そ
の
身
分
を
失
う
こ
と
を
前
提
と
し
た
上
で
、
改
め
て
合
併
後
の
市
町
村
が
そ
の
者
を
職
員
と
し
て
採
用
す
る
努
力
義
務
を
課
し
た
規
程
（
傍
点
は
意
見
書
作成者）であると考えられる。」（橋本勇『新版逐条地方公務員
法』（学陽書房、平成一四年）二四○頁参照。）
と
解
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
明
ら
か
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
6３（熊本法学１１５号'08）
資 科
一
市
二
町
の
一
般
職
の
職
員
に
つ
い
て
は
、
市
町
村
の
合
併
の
特
例
に
関
す
る
法
律
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
す
べ
て
新
市
の
職
員
と
し
て
引
き
継
ぐ
も
の
と
す
る
。
１
職
員
数
に
つ
い
て
は
、
新
市
に
お
い
て
定
員
適
正
化
計
画
を
策
定
し
、
定
員
管
理
の
適
正
化
に
努
め
る
。
２
職
員
の
職
名
、
職
務
に
つ
い
て
は
、
人
事
管
理
及
び
職
員
の
処
遇
の
観
点
か
ら
、
合
併
時
に
統
一
を
図
る
。
３
職
員
の
給
与
に
つ
い
て
は
、
新
市
に
お
い
て
、
職
員
の
処
遇
及
び給与の適正化の観点から調整し、統一を図る。
４
現
職
員
に
つ
い
て
は
、
現
給
を
保
障
す
る
。
」
と
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
第
八
項
の
内
容
は
、
何
を
意
味
し
て
い
る
の
か
と
い
う
と
、
こ
の
合
併
協
定
書
に
よ
っ
て
は
じ
め
て
新
市
の
職
員
と
し
て
身
分
が
引
き
継
が
れ
る
こ
と
を
意
味
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
身
分
の
引
継
が
自
動
的
に
な
さ
れ
る
も
の
で
は
な
い
こ
と
を
意
味
す
る
も
の
で
あ
る
。
すなわち、
「
合
併
に
よ
る
身
分
の
引
継
ぎ
を
自
動
的
な
も
の
と
解
す
る
か
、
改
め
て
任
命
行
為
を
必
要
と
す
る
か
の
違
い
は
、
主
と
し
て
職
お
よ
び
職
位
な
ら
び
に
給
与
の
保
障
が
当
然
に
な
さ
れ
る
か
否
か
の
点
に
あ
る
。
身
分
引
継
ぎ
が
自
動
的
に
行
わ
れ
る
場
合
に
は
、
職
位
お
よ
び
給
与
は
こ
れ
を
不
利
益
に
変
更
で
き
な
い
と
解
さ
れ
る
の
に
対
し
、
改
め
て
任
命
行
為
を
行
う
、
す
な
わ
ち
、
合
併
後
の
地
方
公
共
団
体
が
採
用
す
る
も
の
と
解
す
る
と
き
は
、
そ
の
処
遇
に
つ
い
て
の
運
用
上
の
配
慮
は
と
も
か
く
と
し
て
、
法
律
的には新団体の基準によって職位の格付けを行い、また、新団
体
の
初
任
給
、
昇
格
お
よ
び
昇
給
の
基
準
に
よ
っ
て
給
与
決
定
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
一
般
に
合
併
の
場
合
は
、
先
に
述
べ
たところにより、後段の考え方によるべきであろう。」（橋本勇
前掲書『新版逐条地方公務員法』二四○頁参照。）
と
述
べ
ら
れ
て
い
る
と
こ
ろ
か
ら
も
明
ら
か
な
よ
う
に
、
新
設
合
併
に
よ
り
生
れ
た
新
丸
亀
市
が
新
し
く
制
定
し
た
前
記
新
条
例
・
新
規
則
等
に
従
い
決
定
さ
れ
る
も
の
な
の
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
は
、
旧
市
・
町
と
の
継
続
性
、
連
続
性
は
法
律
的
に
遮
断
さ
れ
る
の
で
あ
っ
て
、
新
。
旧
の
比
較
は
許
さ
れ
な
い
こ
と
を
意
味
す
る
も
の
な
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
例
は
、
例
え
ば
、
公
知
の
事
実
で
あ
る
か
ら
証
拠
は
示
さ
ないが、一市五町三村により平成一七年三月一一一日に新設合併し
た
新
佐
伯
市
（
大
分
県
・
佐
伯
市
、
上
浦
町
、
弥
生
町
、
宇
目
町
、
鶴
見
町
、
蒲
江
町
、
本
匠
村
、
直
川
村
、
米
水
津
村
の
新
設
合
併
）
の
例
や
、
ま
た
、
｜
市
六
町
一
村
に
よ
り
平
成
一
七
年
三
月
三
一
日
に
新
設
合
併
し
た
新
松
江
市
（
島
根
県
・
松
江
市
、
鹿
島
町
、
島
根
町
、
美
保
関
町
、
玉
湯
町
、
宍
道
町
、
八
束
町
、
八
雲
村
の
新
設
合
併
）
の
例
に
見
ら
れ
る
よ
う
に
、
多
数
の
自
治
体
が
合
併
し
て
必
然
的
に
ポ
ス
ト
の
削
減
・
職
位
の
変
更
等
が
伴
っ
た
多
く
の
新
設
合
併
の
自
治
体
に
見
ら
れ
る
と
こ
ろ
な
の
である。
な
お
、
新
丸
亀
市
の
よ
う
に
一
市
二
町
が
新
設
合
併
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
場
合
の
調
査
結
果
に
お
い
て
も
、
同
様
に
、
合
併
前
後
で
管
理
職
ボ
ス
(熊本法学１１５号'08）６４
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ト
・
職
位
の
変
更
が
み
ら
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
（
乙
第
一
六
号
証
「
市
町
合併時における職員の身分及び給与についての調査結果」参照。）
こ
の
よ
う
な
、
職
位
の
変
更
等
に
つ
い
て
の
見
解
で
あ
る
が
、
合
併
の
例
で
は
な
く
、
身
分
が
継
続
し
て
い
る
同
一
自
治
体
内
で
の
事
案
に
つ
い
て、次の見解がある。
すなわち、
「
任
命
権
者
を
異
に
し
て
異
動
し
、
た
と
え
ば
、
係
長
職
の
あ
る
と
こ
ろ
か
ら
、
そ
れ
が
な
い
と
こ
ろ
の
一
般
の
係
員
や
主
任
な
ど
に
な
る
こ
と
は
、
職
制
上
の
相
違
に
よ
る
も
の
で
、
下
位
の
職
に
つ
け
た
も
の
と
は
い
い
が
た
い
の
で
、
降
任
に
は
該
当
し
な
い
と
解
さ
れ
る
」
（
橋
本
勇
前
掲
書
『
新
版
逐
条
地
方
公
務
員
法
』
四
六
九
頁
六
行
目
参
照
。
同
旨
、
鹿
児
島
重
治
『
逐
条
地
方
公
務
員
法
』
（
学
陽
書
房
、
昭
和
五
五
年
）
四
三
六
頁
一三行目参照。）
と
の
見
解
が
こ
れ
で
あ
る
。
また、
「
係
長
で
あ
る
職
員
が
係
長
制
を
採
っ
て
い
な
い
他
の
部
局
に
出
向
を
命
ぜ
ら
れ
、
｜
般
の
職
に
任
命
さ
れ
る
こ
と
は
降
任
に
該
当
し
な
い
と
解
さ
れている（行実一一一一一・二・二六自丁公発第一一八号）。」（今枝信
雄
『
逐
条
地
方
公
務
員
法
〈
第
三
次
改
訂
〉
』
（
学
陽
書
房
、
昭
和
四
一
年）三九二頁六行目参照。）
と
の
行
政
実
例
も
、
こ
れ
ら
の
見
解
に
添
う
も
の
と
い
え
よ
う
。
以
上
の
こ
と
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
身
分
が
継
続
し
て
い
る
同
一
自
治
体
内
で
の
異
動
は
、
職
位
の
変
更
を
伴
う
場
合
で
あ
っ
て
も
、
職
制
上
に
よ
る
と
き
は
、
降
任
と
は
さ
れ
て
い
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
同
一
自
治
体
と
は
言
え
な
い
本
件
の
よ
う
な
新
設
合
併
の
場
合
は
、
全
く
新
た
な
別
法
人
格
の
新
丸
亀
市
へ
辞
令
交
付
を
経
て
の
任
用
で
あ
る
か
ら
、
職
位
の
変
更
等
が
伴
う
こ
と
は
、
け
だ
し
当
然
な
こ
と
で
あ
る
。
そ
う
と
す
れ
ば
、
か
か
る
職
位
の
変
更
を
も
っ
て
降
任
と
は
言
え
な
い
の
で
あ
る
か
ら
、
後
述
す
る
よ
う
に
不
利
益
処
分
に
該
ら
な
い
こ
と
も
ま
た
、
明
ら
か
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
３
第
一
審
原
告
ら
に
対
す
る
人
事
発
令
①
第
一
審
原
告
甲
野
一
郎
は
、
新
丸
亀
市
の
生
活
環
境
部
人
権
課
人
権
教
育
・
啓
発
担
当
長
の
職
に
配
置
さ
れ
、
五
％
の
職
責
手
当
と
さ
れた。なお
、
新
設
合
併
前
は
、
旧
丸
亀
市
総
務
部
税
務
課
収
納
担
当
副
主
幹
（
課
長
補
佐
級
）
の
職
に
あ
り
、
二
％
の
管
理
職
手
当
を
受
け
て
い
た
。
②
第
一
審
原
告
乙
山
二
郎
は
、
新
丸
亀
市
の
生
活
環
境
部
生
活
課
交
通
防
犯
・
離
島
担
当
長
の
職
に
配
置
さ
れ
、
五
％
の
職
責
手
当
と
さ
れた。なお
、
新
設
合
併
前
は
、
旧
丸
亀
市
生
活
環
境
部
生
活
環
境
課
交
通
・
防
犯
担
当
副
主
幹
（
課
長
補
佐
級
）
の
職
に
あ
り
、
二
％
の
管
理
職
手
当
を
受
け
て
い
た
。
6５（熊本法学115号'08）
科
４
第
一
審
原
告
ら
の
不
服
申
立
て
①
第
一
審
原
告
ら
は
、
平
成
一
七
年
五
月
二
○
日
付
け
で
、
本
件
各
発
令
が
意
に
反
す
る
降
任
に
当
た
る
と
し
て
、
地
公
法
第
四
九
条
の
資
二
及
び
「
丸
亀
市
職
員
の
不
利
益
処
分
の
審
査
に
関
す
る
規
則
」
（甲第八号証、以下「不利益処分の審査規則」という。）に
基づき、丸亀市公平委員会（以下「公平委員会」という。）
に
対
し
、
不
服
申
立
て
を
し
た
（
以
下
「
本
件
不
服
申
立
て
」
と
い
話７．）。
②
第
一
審
原
告
ら
は
、
同
時
に
申
立
て
に
つ
い
て
、
公
開
の
口
頭
審
理を求めた。
５
公
平
委
員
会
の
審
理
及
び
却
下
裁
決
①
公
平
委
員
会
の
調
査
に
つ
い
て
第
一
審
原
告
ら
か
ら
、
本
件
不
服
申
立
て
を
受
け
た
公
平
委
員
会
は
、
不
利
益
処
分
の
審
査
規
則
（
甲
第
八
号
証
）
第
五
条
に
、
「
審
査
請
求
書
が
提
出
さ
れ
た
と
き
は
、
委
員
会
は
、
そ
の
記
載
事
項
及
び
添
付
書
類
並
び
に
処
分
の
内
容
、
請
求
者
の
資
格
及
び
審
査
の
請
求
の
期
限
等
に
つ
い
て
調
査
し
、
審
査
の
請
求
を
受
理
す
べ
き
か
ど
う
か
決
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
」
と
明
記
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
新
丸
亀
市
長
に
対
し
て
、
平
成
一
七
年
九
月
二
六
日
、
「
不
服
申立てに係る資料等の提出について（依頼）」（甲第一二号
証
）
と
題
す
る
文
書
を
発
し
、
本
件
不
服
申
立
て
に
つ
い
て
、
資
料
及び意見の提出を求めた。
こ
の
新
丸
亀
市
長
に
対
す
る
資
料
及
び
意
見
の
提
出
を
求
め
た
の
は
、
不
服
申
立
事
項
た
る
処
分
の
内
容
に
つ
い
て
、
不
服
申
立
書
の
記
載
内
容
か
ら
直
ち
に
要
件
を
欠
く
こ
と
が
明
白
と
は
い
え
な
か
っ
た
と
こ
ろ
、
本
件
は
市
町
村
合
併
に
よ
る
任
用
行
為
が
問
題
と
な
っ
て
い
た
こ
と
か
ら
、
合
併
特
例
法
第
九
条
に
関
係
あ
る
事
実
か
否
か
の
確
認
の
た
め
、
処
分
者
に
審
査
申
立
書
を
送
付
し
て
処
分
の
内
容
に
つ
い
て
、
単
に
説
明
と
意
見
を
求
め
た
に
す
ぎ
な
い
も
の
で
あ
る
。
②
公
平
委
員
会
の
却
下
裁
決
に
つ
い
て
公
平
委
員
会
は
、
平
成
一
七
年
一
○
月
二
一
一
日
付
け
で
、
第
一
審
原
告
ら
に
対
し
、
「
本
件
不
服
申
立
て
を
い
ず
れ
も
却
下
す
る
。
」
と
の
裁
決
を
し
た
（
第
一
審
原
告
山
下
哲
司
に
つ
き
一
七
公
平
第
二
○
号
平
成
一
七
年
（
不
）
第
一
号
（
甲
第
三
号
証
）
、
第
一
審
原
告
渡
辺
秀
樹
に
つ
き
一
七
公
平
第
二
○
号
平
成
一
七
年
（
不
）
第
一
号
（
甲
第九号証）、以下これらを併せて「本件各裁決」という。）
③
本
件
各
裁
決
の
理
由
に
つ
い
て
「
本
件
処
分
（
本
件
各
発
令
）
は
、
新
設
合
併
す
る
こ
と
に
よ
り
旧
丸
亀
市
の
法
人
格
が
消
滅
し
た
た
め
当
然
に
失
職
し
た
不
服
申
立
人
の
地
方
公
務
員
と
し
て
の
身
分
を
、
合
併
特
例
法
第
九
条
の
規
定
に
基
づ
き
引
き
続
き
保
有
さ
せ
る
た
め
に
、
新
た
に
新
丸
亀
市
の
職
員
と
し
て
採
用
し
た
も
の
で
あ
り
、
本
件
処
分
前
後
に
お
け
る
職
位
と
し
て
の
身
分
に
は
継
続
性
が
な
い
と
解
さ
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、
本
件
処
分
の
前
後
の
職
位
を
比
較
し
、
当
該
処
分
が
不
利
益
処
分
に
該
当
す
る
か
否
か
を
論
じ
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
(熊本法学115号'08）６６
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第
２１
以
上
の
こ
と
か
ら
本
件
処
分
は
、
地
方
公
務
員
法
（
昭
和
二
五
年
法
律
第
二
六
一
号
）
第
四
九
条
第
一
項
及
び
第
四
九
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
不
利
益
処
分
に
該
当
し
な
い
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
。
よ
っ
て
、
本
件
不
服
申
立
て
は
、
不
適
法
で
あ
る
こ
と
か
ら
丸
亀
市
職
員
の
不
利
益
処
分
の
審
査
に
関
す
る
規
則
（
平
成
一
七
年
公
平
委
員
会
規
則
第
六
号
）
第
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
主
文
の
と
おり裁決する。」
本
件
各
裁
決
は
、
新
丸
亀
市
の
第
一
審
原
告
ら
に
対
す
る
処
遇
は
、
不
利
益
処
分
に
該
当
し
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
こ
と
か
ら
な
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
不
服
申
立
て
が
不
適
法
な
場
合
は
、
口
頭
審
理
・
公
開
審
理
を
行
う
必
要
は
な
く
（
大
阪
地
判
昭
和
四
八
年
一
一
月
二
九
日
判
時
七
二
八
号
九
八
頁
参
照
）
、
職
員
に
対
す
る
処
分
が
不
利
益
処
分
に
該
当
し
な
い
こ
と
が
不
利
益
処
分
不
服
申
立
書
の
記
載
上
明
白
な
場
合
に
は
、
公
平
委
員
会
は
、
当
該
不
服
申
立
て
を
却
下
で
き
るのであるから（仙台高判昭和一一一四年七月二九日行政事件
裁
判
例
集
一
○
巻
七
号
一
四
六
七
頁
、
前
掲
大
阪
地
判
昭
和
四
八
年
二
月
二
九
日
判
決
）
、
い
ず
れ
に
し
て
も
公
平
委
員
会
が
口
頭
審
理
・
公
開
審
理
を
行
わ
ず
に
第
一
審
原
告
ら
の
不
服
申
立
て
を
却
下
し
た
こ
と
は
正
当
で
あ
り
、
何
ら
の
違
法
性
も
な
い
も
の
で
あ
る
。
本
件
事
件
の
争
点
本
件
各
発
令
は
、
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
不
利
益
処
分
に
該
当
す
る
か
①
第
一
審
原
告
ら
の
不
服
の
理
由
に
つ
い
て
第
一
審
原
告
ら
の
不
服
の
理
由
は
、
不
服
申
立
書
に
記
載
し
た
理
由
によれば、新丸亀市による採用は「意に反する降任である」
と
い
う
も
の
で
あ
り
（
甲
第
一
号
証
）
、
ま
た
同
申
立
書
が
提
出
さ
れ
た
日
か
ら
約
三
か
月
後
（
原
告
ら
が
新
丸
亀
市
に
採
用
さ
れ
た
日
か
ら
約
五
か
月
後
）
に
提
出
さ
れ
た
不
服
申
立
て
の
理
由
書
に
も
、
「
意
に
反
す
る
降
任
で
あ
る
」
こ
と
の
み
を
記
載
し
て
い
る
（
甲
第
二
号
証
）
こ
と
か
ら
す
れ
ば
、
「
意
に
反
す
る
降
任
」
が
不
利
益
処
分
に
該
る
と
い
う
も
の
の
よ
う
で
あ
る
。
そ
の
後
、
第
一
審
原
告
ら
は
、
合
併
特
例
法
第
九
条
第
二
項
に
よ
れ
ば
、
任
用
行
為
は
「
公
正
」
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
と
し
、
第
一
審
原
告
ら
の
地
位
を
旧
丸
亀
市
に
お
け
る
地
位
あ
る
い
は
他
の
職
員
の
地
位
と
比
較
し
て
、
第
一
審
原
告
ら
の
配
置
は
不
公
正
な
も
の
で
あ
る
か
ら
、
こ
の
点
も
不
利
益
処
分
に
該
当
す
る
と
主
張
す
る
も
の
の
よ
う
で
あ
る
。
②
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
不
利
益
処
分
の
意
義
及
び
内
容
に
つ
い
て
地
公
法
第
四
九
条
の
二
第
一
項
に
よ
れ
ば
、
不
服
申
立
て
の
対
象
と
な
る
処
分
は
「
前
条
第
一
項
に
規
定
す
る
処
分
」
と
さ
れ
、
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
れ
ば
、
そ
れ
は
「
懲
戒
そ
の
他
そ
の
意
に
反
す
る
と
認
め
る
不
利
益
な
処
分
」
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
（
橋
本
勇
前
掲
書
『
新
版
逐
条
地
方
公
務
員
法
』
七
三
四
頁
五
行
目
6７（熊本法学115号'08）
資 料
以
下
参
照
。
今
枝
信
雄
前
掲
書
『
逐
条
地
方
公
務
員
法
〈
第
三
次
改
訂〉』六○六頁一三行目以下参照。）。
そ
し
て
、
こ
の
不
利
益
処
分
に
該
る
か
否
か
に
つ
い
て
判
断
す
る
場
合
、
不
利
益
処
分
に
対
す
る
審
査
請
求
の
権
利
の
性
質
を
明
ら
か
にする必要がある。
す
な
わ
ち
、
こ
の
審
査
請
求
の
権
利
は
、
地
方
公
務
員
に
任
命
さ
れ
て
は
じ
め
て
、
そ
の
身
分
を
保
障
す
る
た
め
取
得
す
る
も
の
だ
か
らである（広島高裁松江支部昭和一一三年一二月一八日判決・
行裁例集八巻一二号二一一九一頁五行目以下参照。）。
換言すれば、
「
新
た
に
地
方
公
務
員
に
任
命
さ
れ
た
者
が
、
任
命
前
の
地
位
給
与
に
比
較
し
て
任
命
後
の
そ
れ
が
劣
る
か
ら
と
い
っ
て
前
記
措
置
の
要
求
又
は
審
査
の
請
求
を
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
地
方
公
務
員
法
は
そ
こ
ま
で
遡
っ
て
身
分
の
保
障
は
し
て
い
な
い
か
ら
で
あ
る
。
」
（
前
掲広島高裁松江支部昭和三一一年一一一月一八日判決。行裁例
集八巻一一一号二二九一頁六行目以下参照。）
と
判
断
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
、
地
公
法
上
行
使
さ
れ
る
不
利
益
処
分
に
対
す
る
審
査
請
求
の
権
利
の
性
質
は
、
第
一
審
原
告
ら
が
主
張
す
る
よ
う
な
も
の
で
は
な
い
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
新
設
合
併
の
法
的
性
質
は
、
す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、
新
。
旧
の
自
治
体
間
の
身
分
の
連
続
性
は
法
的
に
は
な
い
の
で
あ
る
か
ら
、
い
ず
れ
に
し
て
も
合
併
の
前
後
に
お
い
て
比
較
す
べ
き
対
象
は
な
い
も
の
で
あ
り
、
合
併
特
例
法
第
九
条
第
二
項
の
規
定
も
２
争
点
に
対
す
る
第
一
審
判
決
の
判
断
第
一
審
判
決
は
、
第
一
審
原
告
ら
の
不
利
益
処
分
該
当
性
に
つ
い
て
次
の
よ
う
に
判
示
し
て
、
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
不
利
益
処
分
に
該
当
す
る
と
判
断
し
た
。
すなわち、
「
原
告
山
下
は
、
合
併
前
、
課
長
補
佐
級
で
あ
る
税
務
課
収
納
担
当
副
主
幹
の
職
に
あ
り
、
給
料
表
の
八
級
に
格
付
け
さ
れ
て
い
た
。
ま
た
、
原
告
渡
辺
は
、
同
様
に
、
課
長
補
佐
級
で
あ
る
生
活
環
境
部
生
活
環
境
課
交
通
政
策
担
当
副
主
幹
の
職
に
あ
り
、
給
料
表
の
人
給
に
格
付
け
さ
れ
て
い
た
。
と
こ
ろ
が
、
前
記
１
（
認
定
事
実
）
（
５
）
の
と
お
り
、
原
告
山
下
は、本件合併に伴い、平成一七年一一一月一三日付けで、「丸
亀
市
事
務
吏
員
に
任
命
す
る
。
副
主
幹
を
命
ず
る
。
八
級
二
二
号
給
を
給
す
る
。
生
活
環
境
部
人
権
課
人
権
教
育
・
啓
発
担
当
長
を
命
ず
る
。
」
と
の
発
令
を
受
け
、
ま
た
、
原
告
渡
辺
は
、
「
丸
亀
市
事
務
吏
員
に
任
命
す
る
。
副
主
幹
を
命
ず
る
。
八
級
二
二
号
給
を
給
す
る
。
生
活
環
境
部
生
活
課
交
通
防
犯
・
離
島
担
当
長
を
命
ず
る
。
」
と
の
発
令
を
受
け
た。上
記
発
令
に
係
る
原
告
ら
の
職
は
、
い
ず
れ
も
給
料
表
の
七
級
相
当
で
あ
る
が
、
本
件
合
併
協
定
書
八
項
四
号
の
現
給
保
障
の
規
定
に
よ
り
、
含
め
て
、
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
の
不
利
益
処
分
に
該
ら
な
い
こ
と
は
明
ら
か
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
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そ
う
す
る
と
、
原
告
ら
が
、
本
件
各
発
令
に
よ
り
地
方
公
務
員
法
四
九
条
一
項
に
定
め
る
不
利
益
処
分
を
受
け
た
こ
と
は
明
ら
か
と
い
う
べ
八
級
と
さ
れ
た
が
、
原
告
ら
は
、
管
理
職
か
ら
監
督
職
と
な
っ
た
た
め
に
、
二
パ
ー
セ
ン
ト
の
管
理
職
手
当
で
は
な
く
、
五
パ
ー
セ
ン
ト
の
職
責
手
当
の
支
給
対
象
と
さ
れ
、
手
当
の
額
は
、
原
告
山
下
に
つ
い
て
は
月
額
二
万
七
一
○
二
円
、
原
告
渡
辺
に
つ
い
て
は
月
額
二
万
五
八
八
六
円
の
減
額
と
な
っ
た
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
。
さらに、旧丸亀市においては、「丸亀市職務権限規定」（甲
六
二
に
よ
り
、
「
主
幹
等
は
、
組
織
規
則
四
条
に
規
定
す
る
室
長
、
担
当
主
幹
、
主
幹
及
び
担
当
副
主
幹
を
い
う
。
」
旨
規
定
さ
れ
（
二
条
（二五））、主幹等の職能については、「所管業務の推進につい
て、課長を全面的に補佐する。」旨規定され（五条（二）、
「
課
長
が
不
在
の
と
き
は
、
そ
れ
ぞ
れ
事
務
事
業
を
担
当
す
る
主
幹
等
が
、
そ
の
権
限
と
責
任
を
代
行
す
る
。
た
だ
し
、
担
当
を
置
か
な
い
課
に
あ
っ
て
は
庶
務
を
担
当
す
る
副
主
幹
が
、
そ
の
権
限
と
責
任
を
代
行
す
る
。
」
と
規
定
さ
れ
（
二
三
条
）
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
り
担
当
副
主
幹
に
は
代
決
権
、
代
行
決
裁
権
限
が
与
え
ら
れ
て
い
た
が
、
「
新
丸
亀
市職務権限規程」（甲六二）によれば、「室長及び副課長は、
所
管
業
務
の
推
進
に
つ
い
て
、
課
長
を
全
面
的
に
補
佐
す
る
。
」
旨
規
定
さ
れ
る
（
五
条
（
二
一
方
、
「
担
当
長
は
、
担
当
業
務
の
実
施
計
画の決定又は調整について上司に具申する。」（六条（二）
旨
規
定
す
る
に
と
ど
ま
り
、
代
決
権
は
な
く
な
っ
た
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
○
第
３
本
件
事
件
の
争
点
に
対
す
る
意
見
１
新
設
合
併
の
性
質
市
町
村
の
行
政
に
つ
い
て
は
、
東
京
一
極
集
中
の
進
行
に
よ
り
、
国
士
の
均
衡
あ
る
発
展
を
図
る
必
要
が
高
ま
り
、
広
域
的
な
地
域
の
振
興
整
備
の
推
進
、
市
町
村
の
区
域
を
超
え
る
広
域
的
な
行
政
需
要
へ
の
対
応
、
地
き
で
あ
る
。
こ
の
認
定
に
反
す
る
被
告
の
主
張
は
、
採
用
し
な
い
。
③
ま
と
め
以
上
に
よ
れ
ば
、
公
平
委
員
会
は
、
原
告
ら
の
本
件
不
服
申
立
て
に
つ
い
て
、
地
方
公
務
員
法
四
九
条
の
二
に
基
づ
く
適
法
な
申
立
て
と
し
て
受
理
し
、
審
理
を
開
始
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
の
に
、
こ
れ
を
不
適
法
と
し
て
不
受
理
（
却
下
）
処
分
を
し
た
違
法
が
あ
る
と
い
う
べ
きである。」
と
の
判
断
を
し
て
い
る
。
な
お
、
第
一
審
判
決
は
、
合
併
特
例
法
第
九
条
第
二
項
に
定
め
る
「
職
員
の
す
べ
て
に
通
じ
て
公
正
に
処
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
」
と
の
規
定
を
根
拠
に
、
第
一
審
原
告
ら
に
対
す
る
措
置
は
、
不
利
益
処
分
に
該
当
す
る
か
ら
、
地
公
法
第
四
九
条
の
二
に
基
づ
き
、
公
平
委
員
会
の
審
査
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
と
す
る
。
明
ら
か
に
解
釈
適
用
を
誤
っ
た
判
断
を
し
て
い
る
が
、
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
上
記
の
判
示
と
併
せ
て
「
第
３
本
件
事
件
の
争
点
に
対
す
る
意
見
」
の
と
こ
ろ
で
、
そ
の
誤
り
を
厳
し
く
指
摘
し
た
い
。
熊本法学115号'０８）6９
資 科
方
分
権
の
推
進
等
の
観
点
か
ら
、
市
町
村
の
合
併
に
よ
り
、
地
域
づ
く
り
の
主
体
で
あ
る
市
町
村
の
行
政
能
力
が
さ
ら
に
強
化
さ
れ
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。
そ
し
て
、
市
町
村
が
そ
の
事
務
を
効
率
的
に
処
理
し
、
そ
の
規
模
の
適
正
化
を
図
る
こ
と
は
、
住
民
の
福
祉
の
増
進
に
資
す
る
こ
と
と
な
り
、
地
方
自
治
を
確
立
す
る
う
え
で
最
も
重
要
な
こ
と
とされている（乙第一号証五○及び五一頁）。そのためには、
自
主
的
な
市
町
村
の
合
併
を
推
進
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
そ
の
目
的
の
た
め
、
ま
た
あ
わ
せ
て
合
併
市
町
村
の
建
設
に
資
す
る
た
め
、
昭
和
四
○
年
に
「
市
町
村
の
合
併
の
特
例
に
関
す
る
法
律
」
が
一
○
年
間
の
限
時
法
と
し
て
制
定
さ
れ
、
そ
の
後
一
○
年
ご
と
に
延
長
・
改
正
が
な
さ
れ
て
き
た
の
で
あ
る
。
そ
し
て
、
こ
の
よ
う
な
合
併
に
は
住
民
投
票
を
含
め
た
種
々
の
民
主
的
な
手
続
が
規
定
さ
れ
、
住
民
の
総
意
に
よ
っ
て
市
町
村
合
併
が
な
さ
れ
る
よ
う
に
定
め
ら
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
合
併
後
の
市
町
村
は
、
合
併
の
目
的
か
ら
し
て
、
厳
し
い
内
容
の
行
財
政
改
革
が
迅
速
か
つ
的
確
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
組
織
・
体
制
を
確立しなければならないことは当然の要請である。したがって、
合
併
に
よ
っ
て
、
旧
市
町
村
の
職
員
の
職
務
や
地
位
が
変
更
さ
れ
る
こ
と
も
当
然
の
前
提
で
あ
る
。
市
町
村
の
職
員
は
、
こ
の
よ
う
な
、
住
民
の
福
利
の
た
め
に
、
従
前
か
ら
の
変
更
を
甘
受
す
べ
き
で
あ
る
が
、
住
民
の
福
利
と
、
職
員
の
利
益
を
調
整
す
る
た
め
に
、
合
併
特
例
法
第
九
条
の
規
定
が
置
か
れ
て
お
り
、
合
併
の
な
い
、
通
常
の
地
方
自
治
体
に
お
け
る
身
分
保
障
と
は
異
な
っ
た
側
面
が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
同
法
第
九
条
で
は
、
合
併
前
後
で
職
員
の
処
遇
に
当
然
に
変
更
が
あ
る
こ
と
が
前
提
と
さ
れ
て
い
る
か
ら
、
従
前
と
同
様
の
処
遇
を
受
け
る
こ
と
を
権
利
と
し
て
保
障
し
て
い
な
い
こ
と
は
、
す
で
に述べたとおりである（意見書第一・一及び同二を参照。）
何
度
も
言
う
よ
う
で
あ
る
が
、
そ
も
そ
も
、
合
併
が
行
わ
れ
る
に
際
し
て
は
、
組
織
・
機
構
の
再
編
あ
る
い
は
新
規
構
築
が
な
さ
れ
る
の
が
一
般
的
で
あ
り
、
合
併
前
後
で
組
織
・
機
構
が
全
く
変
わ
ら
な
い
こ
と
な
ど
お
よ
そ
あ
り
え
な
い
こ
と
で
あ
る
か
ら
、
職
員
各
人
の
職
位
や
給
与
に
つ
い
て
、
従
前
と
同
様
の
取
り
扱
い
を
保
障
す
る
こ
と
は
制
度
と
し
て
本
来
予
定
し
て
い
な
い
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
自
治
体
の
新
設
合
併
に
伴
う
一
般
職
の
職
員
の
身
分
は
、
合
併
に
よ
っ
て
消
滅
す
る
自
治
体
の
職
員
が
一
旦
身
分
を
失
う
こ
と
を
前
提
と
し
た
上
で
、
改
め
て
合
併
後
の
自
治
体
が
そ
の
者
を
新
た
に
任
命
行
為
（
辞
令
交
付
）
を
も
っ
て
採
用
す
る
努
力
義
務
を
、
特
別
法
が
政
策
的
に
継
続
す
る
と
し
た
特
例
か
つ
特
別
な
制
度
で
あ
る
か
ら
、
解
釈
適
用
に
当っては、この合併の本質を見失ってはならないのである（橋本
勇前掲書『新版逐条地方公務員法』二四○頁五行目以下参照。）。
第
一
審
判
決
は
、
独
自
の
判
断
で
、
本
件
事
案
が
不
利
益
処
分
に
該
当
す
る
と
す
る
結
論
を
急
ぐ
あ
ま
り
、
こ
の
特
例
か
つ
特
別
な
政
策
的
制
度
と
し
て
の
市
町
村
合
併
の
法
的
性
質
を
見
あ
や
ま
り
、
そ
の
結
果
、
合
併
特
例
法
第
九
条
及
び
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
の
解
釈
を
誤
っ
た
も
の
と
い
う
べ
き
で
あ
る
か
ら
、
失
当
た
る
を
免
れ
な
い
。
(熊本法学115号'08）７０
自治体の新設合併に伴う職員の身分変動と不利益処分該当性に関する意見書
３
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
不
利
益
処
分
の
性
質
及
び
そ
の
射
程
す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、
広
島
高
裁
松
江
支
部
判
決
に
よ
れ
ば
、
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
の
審
査
請
求
の
権
利
が
適
用
さ
れ
る
の
は
、
そ
の
前
提
と
し
て
、
同
一
自
治
体
内
に
お
い
て
身
分
が
継
続
し
て
い
る
こ
と
が
地
公
法
上
認
め
ら
れ
る
審
査
請
求
の
権
利
行
使
の
要
件
で
あ
る
と
判
示
し
て
いる（前掲昭和一一一二年一一一月一八日判決・行裁例集八巻一二号
二二九一頁六行目以下参照。）。
も
ち
ろ
ん
、
特
別
法
に
よ
っ
て
、
自
動
的
に
任
用
が
行
わ
れ
る
法
定
任
用
の
場
合
は
、
地
公
法
上
の
不
利
益
処
分
に
対
す
る
審
査
請
求
の
権
利
も
引
き
継
が
れ
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
と
こ
ろ
で
あ
ろ
う
（
橋
本
勇
前
２
職
員
の
身
分
変
動
の
性
質
本
件
の
よ
う
に
一
市
二
町
に
よ
る
新
設
合
併
が
行
わ
れ
た
場
合
、
当
該
合
併
に
よ
り
消
滅
す
る
市
町
の
職
員
は
当
然
に
そ
の
身
分
を
失
う
こ
と
に
な
る
こ
と
は
、
す
で
に
述
べ
た
と
お
り
で
あ
る
。
ま
た
、
合
併
特
例
法
の
文
言
上
、
「
職
員
と
し
て
の
身
分
を
保
有
す
る
よ
う
に
措
置
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
ど
（
第
九
条
第
一
項
）
と
規
定
す
る
に
と
ど
ま
り
、
職
位
や
給
与
の
保
障
に
つ
い
て
は
何
ら
言
及
し
て
い
な
い
こ
と
か
ら
も
明
ら
か
な
と
お
り
、
合
併
市
町
は
、
新
た
な
基
準
に
よ
っ
て
職
位
の
格
付
け
を
行
い
、
給
与
決
定
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ
る
（
橋
本
勇
前
掲
書
『
新
版
逐
条
地
方
公
務
員
法
」
二
四
○
頁
一
五
行
目
以
下参照。）。
４
甲
第
五
五
号
証
松
尾
意
見
書
の
誤
り
甲
第
五
五
号
証
の
松
尾
意
見
書
を
一
読
し
た
限
り
、
本
件
事
案
に
つ
い
て
、
新
設
合
併
の
法
的
性
質
及
び
合
併
特
例
法
第
九
条
と
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
の
関
係
に
つ
い
て
正
確
に
理
解
し
て
い
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
こ
で
、
こ
れ
以
上
の
批
判
は
加
え
な
い
こ
と
と
す
る
。
松
尾
意
見
書
に
対
す
る
批
判
は
、
本
件
意
見
書
の
内
容
か
ら
判
断
さ
れ
たい。しか
し
な
が
ら
、
一
言
付
け
加
え
る
な
ら
ば
、
松
尾
意
見
書
が
、
第
一
掲書『新版逐条地方公務員法」二四一頁一行目以下参照。）。
本
件
事
案
は
、
す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、
新
設
合
併
の
場
合
は
、
新
・
旧
自
治
体
間
で
は
職
員
の
身
分
は
遮
断
さ
れ
、
連
続
性
は
な
い
の
で
あ
る
から（意見書第一．｜及び同二参照。）、法的にも地公法第四九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
不
利
益
処
分
に
は
該
ら
ず
、
し
か
も
、
審
査
請
求
権
が
生
ず
る
余
地
も
な
い
こ
と
は
、
新
設
合
併
の
制
度
的
仕
組
み
か
ら
明
ら
か
で
あ
る
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
何
度
も
言
う
よ
う
で
あ
る
が
、
第
一
審
判
決
は
、
こ
の
点
の
解
釈
適
用
を
明
ら
か
に
誤
っ
た
も
の
で
あ
る
か
ら
、
違
法
と
し
て
速
や
か
に
取
消
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
る
。
特
に
、
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
の
法
的
性
質
及
び
そ
の
適
用
範
囲
に
つ
い
て
判
示
し
て
い
る
広
島
高
裁
松
江
支
部
の
昭
和
三
二
年
一
二
月
一
八
日判決（行裁例集八巻一二号一一二八六頁）に全くふれていない
点
は
、
致
命
的
と
い
え
よ
う
。
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５
被
控
訴
人
ら
提
出
の
二
○
○
八
年
八
月
七
日
付
準
備
書
面
（
控
訴
二
）
に
対
す
る
意
見
被
控
訴
人
ら
は
、
二
○
○
八
年
八
月
七
日
付
準
備
書
面
（
控
訴
二
）
に
お
い
て
、
又
市
征
治
参
議
院
議
員
か
ら
本
件
事
案
に
関
し
て
参
議
院
議
長
あ
て
に
提
出
さ
れ
た
「
市
町
村
合
併
に
伴
う
不
利
益
人
事
と
市
公
平
委
員
会
の
職
責
放
棄
に
関
す
る
質
問
主
意
書
」
（
平
成
二
○
年
六
月
二
日
付
質
問第一三六号）を、甲第六一一一号証として、さらに、この質問主
意
書
に
対
す
る
内
閣
総
理
大
臣
福
田
康
夫
名
の
「
参
議
院
議
員
又
市
征
治
君
提
出
市
町
村
合
併
に
伴
う
不
利
益
人
事
と
市
公
平
委
員
会
の
職
責
放
棄
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書
」
（
平
成
二
○
年
六
月
十
日
付
内
閣
参
質
一
六
九
第
一
三
六
号
）
を
、
甲
第
六
四
号
証
と
し
て
提
出
し
、
こ
れ
ら
の
書
証
が
あ
た
か
も
本
件
事
案
に
つ
き
、
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
の
不
利
益
処
分
に
該
る
根
拠
と
な
る
か
の
ど
と
き
主
張
を
し
て
い
る
（
被
控
訴
人ら準備書面（控訴二）一頁下から二行目～二頁四行目参照。）。
しかしながら、甲第六一一一号証及び甲第六四号証をつぶさに検
討
し
て
も
、
被
控
訴
人
ら
の
主
張
す
る
よ
う
な
裏
付
け
と
な
る
も
の
で
は
な
い
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
内
閣
の
答
弁
書
に
あ
る
の
は
、
「
…
地
方
公
務
員
法
（
昭
和
二
五
年
法
律
第
二
六
一
号
）
第
四
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
不
利
益
な
審
判
決
に
何
ら
か
の
影
響
を
与
え
た
こ
と
は
疑
い
の
な
い
と
こ
ろ
で
あ
ろ
う
か
ら
、
高
松
高
等
裁
判
所
に
お
か
れ
て
は
、
判
決
に
お
い
て
充
分
検
討
さ
れ
た
く
お
願
い
す
る
次
第
で
あ
る
。
処
分
に
つ
い
て
は
、
…
」
（
傍
点
は
意
見
書
作
成
者
）
と
一
般
論
を
記
述
し
て
い
る
だ
け
の
も
の
で
あ
っ
て
、
本
件
事
案
の
不
利
益
処
分
該
当
性
の
根
拠
と
な
る
も
の
で
な
い
こ
と
も
、
ま
た
、
明
ら
か
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
さ
ら
に
付
言
す
れ
ば
、
こ
の
答
弁
書
作
成
の
所
管
部
署
で
あ
る
総
務
省
の
不
利
益
処
分
を
担
当
し
て
い
る
公
務
員
課
は
、
前
述
し
た
広
島
高
裁
松
江支部昭和三二年一一一月一八日判決（行裁例集八巻一一一号二一一
八
六
頁
）
の
存
在
す
ら
知
ら
な
か
っ
た
も
の
で
あ
る
（
意
見
書
作
成
者
平
成二○年六月三○日（月）確認。）。
こ
れ
は
、
何
を
意
味
し
て
い
る
か
と
い
う
と
、
市
町
村
合
併
の
法
的
性
質
と
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
の
関
係
に
つ
い
て
、
法
的
に
熟
慮
・
検
討
す
る
い
と
ま
も
な
く
（
質
問
主
意
書
の
日
付
が
平
成
二
○
年
六
月
二
日
付
で
、
内
閣
の
答
弁
書
の
日
付
が
平
成
二
○
六
月
十
日
付
で
あ
る
事
実
を
想
起
さ
れ
た
い
。
）
、
こ
の
答
弁
書
作
成
が
な
さ
れ
た
と
伺
わ
れ
る
と
い
う
こ
とである。
し
た
が
っ
て
、
甲
第
六
四
号
証
の
答
弁
書
「
二
に
つ
い
て
」
の
記
述
を
も
っ
て
、
被
控
訴
人
ら
の
主
張
の
裏
付
け
と
な
る
も
の
で
は
な
い
。
次
に
、
甲
第
六
三
号
証
の
質
問
主
意
書
の
「
二
・
１
」
中
、
「
新
設
合
併
に
際
し
人
事
上
の
い
か
な
る
不
利
益
な
取
扱
い
を
受
け
て
も
不
服
申
立
て
で
き
な
い
と
し
た
場
合
、
地
方
公
務
員
の
生
存
権
（
身
分
保
障
）
は
ど
の
よ
う
に
し
て
担
保
さ
れ
る
の
か
。
」
と
疑
問
を
呈
す
る
記
述
も
見
受
け
ら
れ
る
が
、
こ
れ
も
、
以
下
述
べ
る
と
お
り
、
失
当
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
国
家
賠
償
法
（
昭
和
一
一
一
一
年
法
律
第
一
二
五
号
。
以
下
「
国
賠
法
」
と
い
う
。
）
第
一
条
第
一
項
は
、
「
国
又
は
公
共
団
体
の
公
権
(熊本法学115号'08）７２
自治体の新設合併に伴う職員の身分変動と不利益処分該当性に関する意見書
力
の
行
使
に
当
る
公
務
員
が
、
そ
の
職
務
を
行
う
に
つ
い
て
、
故
意
又
は
過
失
に
よ
っ
て
違
法
に
他
人
に
損
害
を
加
え
た
と
き
は
、
国
又
は
公
共
団
体が、これを賠償する責に任ずる。」と規定している。
そ
し
て
、
公
権
力
の
行
使
と
は
、
国
ま
た
は
公
共
団
体
の
作
用
の
う
ち
、
純
粋
な
私
経
済
作
用
と
国
賠
法
第
二
条
に
よ
っ
て
救
済
さ
れ
る
営
造
物
の
設
置
又
は
管
理
作
用
を
除
く
す
べ
て
の
作
用
を
い
う
と
さ
れ
て
い
る
（
宇
賀
克
也
『
国
家
補
償
法
」
（
有
斐
閣
、
一
九
九
七
年
）
二
六
頁
、
稲
葉
馨
「
公
権
力
の
行
使
に
か
か
わ
る
賠
償
責
任
」
『
現
代
行
政
大
系
第
六
巻
』
（有斐閣、昭和五八年）二八頁。）
こ
の
こ
と
か
ら
、
本
件
事
案
は
、
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
の
該
当
性
を
欠
く
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
が
、
そ
の
場
合
で
あ
っ
て
も
、
国
賠
法
第
一
条
第
一
項
に
い
う
「
公
権
力
の
行
使
」
に
該
る
こ
と
は
疑
い
の
な
い
と
こ
ろ
で
あ
る
か
ら
、
争
う
道
が
閉
ざ
さ
れ
て
い
る
等
と
い
う
被
控
訴
人
ら
の
主
張
及
び
又
市
参
議
院
議
員
の
質
問
主
意
書
に
は
、
理
由
が
な
い
こ
と
が明らかである。
い
ず
れ
に
し
て
も
、
現
在
裁
判
で
ま
さ
に
係
争
中
の
本
件
事
案
に
つ
い
て
、
か
か
る
質
問
主
意
書
を
提
出
す
る
又
市
征
治
参
議
院
議
員
の
見
識
を
疑
う
も
の
で
あ
る
。
６
第
一
審
判
決
の
誤
り
①
合
併
特
例
法
第
九
条
の
解
釈
適
用
の
誤
り
に
つ
い
て
第
一
審
判
決
は
、
合
併
特
例
法
第
九
条
の
法
的
性
質
及
び
そ
の
適
用
場
面
に
つ
い
て
理
解
し
て
い
な
い
。
す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、
合
併
特
例
法
第
九
条
と
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
と
は
、
法
的
に
も
制
度
的
に
も
連
続
・
継
続
し
て
い
な
い
の
で
あ
る
。
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
っ
て
は
、
新
設
合
併
の
新
・
旧
自
治
体
の
職
員
の
不
利
益
処
分
に
つ
い
て
、
架
橋
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
の
で
あ
る
。
第
一
審
判
決
は
、
こ
の
架
橋
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
が
明
ら
か
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
架
橋
で
き
る
も
の
と
誤
っ
た
判
断
を
し
た
と
こ
ろ
に
も
そ
も
そ
も
の
原
因
が
あ
る
と
考
え
る
。
合
併
の
本
質
を
理
解
し
て
い
な
か
っ
た
と
言
う
べ
き
で
あ
る
。
前
身
及
び
旧
の
合
併
特
例
法
が
適
用
さ
れ
て
か
ら
何
十
年
も
の
間
、
こ
の
間
に
合
併
を
く
り
か
え
し
て
減
少
し
た
自
治
体
の
数
は
、
約
「
五
○
○
市
町
村
も
あ
る
の
で
あ
る
。
全
国
的
に
見
て
、
管
理
職
等
の
ポ
ス
ト
減
、
職
位
の
変
更
は
、
言
わ
ば
星
の
数
ほ
ど
も
あ
る
の
で
あ
る
。
本
件
の
よ
う
な
事
案
を
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
に
い
う
不
利
益
処
分
に
該
る
と
い
う
な
ら
ば
、
全
国
で
ど
れ
程
多
数
の
訴
訟
事
件
が
裁
判
所
に
係
属
す
る
か
計
り
知
れ
な
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
調
査
し
た
と
こ
ろ
、
第
一
審
判
決
の
よ
う
な
判
断
を
し
た
例
は
、
こ
れ
ま
で
一
件
も
な
い
と
い
う
の
が
実
態
で
あ
る
。
こ
れ
が
、
何
を
意
味
し
て
い
る
か
は
、
｜
目
瞭
然
と
ま
で
は
言
わ
ぬ
が
、
合
併
の
法
的
性
質
と
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
を
正
し
く
理
解
し
て
い
る
結
果
で
あ
る
と
判
断
し
て
い
る
。
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資 料
第
５
意
見
書
提
出
者
の
略
歴
及
び
著
書
等
別紙のとおり。
意
見
書
提
出
者
国
立
大
学
法
人
第
４
結
論
（
ま
と
め
）
以
上
、
述
べ
た
と
こ
ろ
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
第
一
審
判
決
は
、
消
滅
と
新
設
前
後
の
自
治
体
の
職
員
の
身
分
取
扱
い
に
つ
い
て
、
合
併
特
例
法
第
九
条
及
び
地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
の
解
釈
適
用
を
誤
り
、
任
用
行
為
が
不
利
益
処
分
に
該
当
す
る
と
判
断
し
た
こ
と
は
、
明
ら
か
に
誤
っ
て
い
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
違
法
で
あ
る
こ
と
を
免
れ
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
第
一
審
判
決
は
、
速
や
か
に
取
消
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
ある。 ②地
公
法
第
四
九
条
第
一
項
の
規
定
の
解
釈
適
用
の
誤
り
に
つ
い
て
す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、
こ
の
点
に
関
す
る
第
一
審
判
決
の
誤
り
は
、
意
見
書
第
一
．
｜
及
び
同
二
に
述
べ
た
と
こ
ろ
か
ら
明
ら
か
と
言えよう。
ま
た
、
意
見
書
第
三
・
六
・
（
｜
）
に
述
べ
た
よ
う
に
、
架
橋
す
べ
き
で
な
い
新
・
旧
自
治
体
職
員
の
身
分
変
動
に
つ
い
て
、
誤
っ
て
架
橋
し
た
と
こ
ろ
に
、
第
一
審
判
決
の
誤
り
が
あ
る
こ
と
も
、
ま
た
、
す
で
に
指
摘
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
熊
本
大
学
大
学
院
法
曹
養
成
研
究
科
（
法
科
大
学
院
）
◇
公
職
①
熊
本
市
郡
市
計
画
審
議
会
委
員
教
授
林
勝
美
②
熊
本
県
宅
地
建
物
取
引
業
審
議
会
委
員
◇
所
属
学
会
日
本
公
法
学
会
、
日
本
地
方
自
治
学
会
、
租
税
訴
訟
学
会
◇
一
九
四
四
年
（
昭
一
九
年
）
九
月
二
八
日
、
樺
太
本
斗
町
生
ま
れ
。
一
九
七
○
年
（
昭
四
五
年
）
三
月
、
中
央
大
学
法
学
部
法
律
学
科
卒
業
。
一
九
七
○
年
（
昭
四
五
年
）
四
月
、
総
理
府
事
務
官
（
総
理
府
北
海
道
開
発
庁
）
を
経
て
東
京
都
庁
へ
入
庁
。
東
京
都
千
代
田
区
総
務
部
総
務
課
文
書
係
（
法
規
・
争
訟
担
当
）
、
総
務
局
法
務
部
法
務
第
一
課
、
民
事
訟
務
課
、
不
服
審
査
法
務
室
、
総
務
局
文
書
課
、
水
道
局
法
務
担
当
課
長
補
佐
を
歴
任
後
、
管
理
職
（
多
摩
都
市
整
備
本
部
（
宅
造
事
）
用
地
課
長
、
建
設
局
（
西
建
）
用
地
第
一課長、建設局（南西建）管理課長）を経て、再び法務部訟
務
室
副
参
事
（
法
務
担
当
）
及
び
法
務
部
訟
務
担
当
課
長
と
し
て
、
訟
務実務担当。
四
代
の
都
知
事
（
美
濃
部
亮
吉
、
鈴
木
俊
一
、
青
島
幸
男
、
石
原
慎
太郎）に仕え、法務部・水道局において長年（通算二一年間）、
数
多
く
の
訴
訟
事
件
を
担
当
。
平
成
一
四
年
三
月
東
京
都
庁
退
職
。
同
年
四
月
公
募
に
よ
り
、
熊
本
大
学
法
学
部
教
授
就
任
（
地
方
自
治
法
専
攻
）
。
二
○
○
四
年
（
平
成
一
六
年
）
四
月
国
立
大
学
法
人
熊
本
大
学
大
学
院
法
曹
養
成
研
究
科
（
法
科
大
学
院
）
専
任
（
実
務
家
）
教
授
就
任（「公共政策法務」・「地方自治と法」担当）。現在に至る。
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自治体の新設合併に伴う職員の身分変動と不利益処分該当性に関する意見書
◇
主
要
担
当
事
件
◇
著
書
等
多数。
別
紙
の
と
お
り
。
『
地
方
公
務
員
の
た
め
の
訴
訟
百
科
』
（
加
除
式
・
共
著
、
ぎ
よ
う
せい刊）、論文「国士利用計画法と条例（その「その二）」
（第一法規・法令解説資料総覧恥六七・恥六八）、「道州制問
題と地方公共団体」（「地域を創る』成文堂．二○○四年）、
「指定管理者制度と争訟」ミグローカリズムの射程』成文堂．
二○○五年）「議員の活動と公費負担の範囲に関する意見書」
「熊本法学第一○八号』（熊本大学法学会、二○○五年）。外
⑤熊本県市街化調整区域土地利用検討委員会委員
⑥
天
草
市
情
報
公
開
審
議
会
委
員
・
天
草
市
個
人
情
報
保
③
熊
本
市
地
下
水
保
全
条
例
見
直
し
専
門
委
員
会
会
長
④
熊
本
県
都
市
計
画
審
議
会
・
大
規
模
集
客
施
設
の
広
域
調
整
及
び
準
都
市
計
画
区
域
指
定
に
係
る
検
討
小
委
員
⑦
熊
本
市
自
治
基
本
条
例
検
討
委
員
会
委
員
⑧静岡市政策法務アドバイザー
護
審
議
会
委
員
会
委
員
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林勝美教授の訴訟担当事件実績一覧
(熊本法学115号'08）７６
主な訴訟担当事件 年月日(判決言渡） 概要
都知事の指定訴訟代理人として得た
判決のうち、判例時報等の刊行物に
代理人名「林勝美」と記名登赦さ
れている判決のみ記載した。その他
の判決は、大小にかかわらず、すべ
て省略した。したがって、最高裁で
の和解事件（東部鉄道vs東京都）
も省略している。もちろん、これま
で数多く担当した和解事件、調停事
務、保全事件、強制執行事件、競売
事件は、記載していない。
（１）田無市都市開発事業計画決定取
消請求事件
(東京地裁昭和50年（行ウ）第2６
号、民事第３部判決）
Ｓ52.1.20判決 田無駅前都市再開発事業計画を不
服として、施行区域内の地権者が計
画決定の取梢を求めて訴えを提起し
た行政事件
都側勝訴判決
(東京都法務資料17巻２号１頁）
(2)仙川小金井分水路工事差止仮処
分申請事件
(東京地裁八王子支部昭和52年
(ヨ）第116号、民事第１部決定）
Ｓ52.3.30決定 多摩)'１水系一級河川仙)'１上流部に
発生する水害を軽減・防止するため、
同水系一級河111野川に仙川の水の一
部を分水する分水路建設工事を開始
したところ、野川近辺の住民から、
工事に使用する凝固剤により地下水
が汚染されるとして、工事差止の仮
処分申請がなされた事件
(東京都法務資料17巻２号40頁）
(3)時効により取得した通行地役権
の侵害を理由とする都立保田児
童学園の跡地の現状変更禁止仮
処分申請事件
(千葉地裁館山支部昭和52年（ヨ）
第38号決定）
Ｓ53.1.13決定 都立保田児童学園（鉄筋３階建て）
が建築されると、隣地に居住する居
宅からの海岸の眺望が阻害される等
として、また、学園敷地の一部を時
効取得したとして、学園跡地の現状
変更禁止を求めた仮処分申請事件
都側勝訴決定
(東京都法務資料18巻１号16頁）
（４）憲法29条３項に基づく損失補償
金請求事件
(東京地裁昭和40年（ワ）第2175
号、民事第17部判決）
Ｓ53.4.27判決 土地区画整理事業区域内の道路予
定地内に借地権を有する原告は、違
法な指定処分により、建物が建てら
れず、使用収益権が侵害されたとし
て、都に対して訴えを提起した事件
都側勝訴判決
(東京都法務資料１８巻２号20頁）
（５）田無市都市開発事業計画決定取
消請求控訴事件
(東京高裁昭和52年（行．）第1９
号、第７民事部判決）
S53.5.10判決 上記、昭和52年１月20日判決言渡
事件（田無都市再開発事業）の控訴
審判決である。
都側勝訴判決
(東京都法務資料18巻２号１３頁）
(東京高裁判決時報（民事）２９巻５
号99頁）
(6)建物収去土地明渡等請求事件
(東京地裁昭和45年（ワ）第12546
号、民事第31部判決）
Ｓ55.4.28判決 東京都が借地権者となっている借
地契約について、借地法４条１項た
だし書の正当事由(更新拒絶の正当
事由)の適用をめぐって争われた事件
都側勝訴判決
(東京都法務資料20巻４号１頁）
自治体の新設合併に伴う職員の身分変動と不利益処分該当性に関する意見書
7７（熊本法学115号'08）
主な訴訟担当事件 年月日(判決言渡） 概要
(7)都道の暇疵を理由とする損害賠
償請求事件
(東京地裁昭和55年（ワ）第159
号、民事第10部判決）
Ｓ55.11.28判決 日原鍾乳洞に通じる都道小１１１谷橋
欄干の隙間（29cm）から、児童が1司
橋の下へ転落死亡したのは、都の都
道の設置・管理の暇疵に基づくもの
であるとして、原告が損害賠償を求
めて訴えた事件
都側勝訴判決（東京都法務資料21巻
1号27頁）
(8)建物収去土地明渡等請求控訴事
件
(東京高裁昭和55年（ネ）第1216
号、第１民事部判決）
Ｓ56.4.13判決 上記、昭和55年４月28日判決言渡
事件（建物収去土地明渡等請求事件）
の控訴審判決である
都側勝訴判決
(判例時報1004号65頁）
(9)憲法29条３項に基づく損失補償
金請求控訴事件
(東京高裁昭和53年（ネ）第1285
号、第４民事部判決）
Ｓ56.4.16判決 上記、昭和53年４月27日判決言渡
事件（憲法29条３項に基づく損失補
償金事件）の控訴審判決である。
都側勝訴判決
(判例時報1005号99頁）
(10)国家賠償請求事件
(東京地裁昭和53年（ワ）第5307
号、民事第13部判決）
Ｓ56.7.27判決 5歳の男児が隅田Ⅱ|の護岸に放置
された梯子から水際に行き転落死し
た事故につき、護岸の管理に暇疵が
あったとして、原告が訴えを提起し
た事件（過失相殺６割）
都側一部敗訴判決
(判例時報1023号74頁）
(11)損害賠償請求事件
（横浜地裁川崎支部昭和50年（ワ）
第332号、民事部判決）
Ｓ58.4.28判決 都（下水道局）が発注した下水道
小台処理場汚泥消化槽の工事中、メ
タンガス爆発事故（３名死亡、２名
重症）が発生したのは、注文者であ
る都の主任監督員の指図・監督の過
失に起因するものであるとして、都
に対して、損害賠償を求めて、訴え
を提起した事件
都側勝訴判決
(東京都法務資料23巻４号12頁）
(12)国家賠償請求事件
(東京地裁昭和53年（ワ）第12508
判決）（警視庁事件）
Ｓ59.6.29判決 原告は、都立富士高校放火事件に
つき、刑事審で無罪となったが、そ
もそも取り調べ警察官により、自白
を強要され、かつ、その自白を維持
させられるという違法な捜査が原因
となったものであるとして、都に対
して損害賠償を求めて訴えを提起し
た事件
都側一部敗訴判決
(判例地方自治第９号85頁）
(13)損害賠償請求事件
(東京地裁昭和49年（ワ）第6216
号、民事第１０部判決）（警視庁事件）
Ｓ59.7.23判決 原告は、放火犯人の被疑者として、
下谷警察署に同行を求められ、取り
調べ中に、左上腕骨骨折をしたのは、
警官を軽く足で蹴った際それを奇貨
として違法に原告の上腕をねじり上
げたことに起因するものであるとし
て、都に対して損害賠償を求めて訴
えを提起した事件
都側一部敗訴判決
(判例時報1153号179頁）
資料
：'二)ｊ旧１１決占
(熊本法学115号'08）７８
主な訴訟担当事件 年月日(判決言渡） 概要
(１４)都道の管理暇疵を理由とする損
害賠償請求事件
(東京地裁平成７年（ワ）
号、民事第27部判決）
第11843
Ｈ８．１０．３１判決 原告は、都道の歩道上を自転車で
走行中、道路の切り下げ部分におい
て車道内に転倒し、おりから走行中
の自動車に衝突し、死亡したのは、
都の道路の管理の暇疵に起因するも
のであるとして、都に対して損害賠
償を求めて訴えを提起した事件
都側勝訴判決
(東京都法務資料36巻４号59頁）
(15)医療過誤を理由とする損害賠償
請求事件
(東京地裁平成７年（ワ）第15417
号、民事第43部判決）
Ｈ１0.2.20判決 原告らは、原告らの夫であり、ま
た、父であるＡ（当時76歳）が十二
指腸等の悪性腫瘍により死亡したの
は、都立病院の手術担当医師の診察
過誤によるものであるとして、都に
対して損害賠償を求めて訴えを提起
した事件
都側勝訴判決
(東京都法務資料38巻１号60頁）
(16)都道の設置・管理の暇疵を理由
とする損害賠償請求事件
(東京地裁平成７年（ワ）第20785
号、民事第１部判決）
Ｈ１０．９．４判決 原告は、都道鶴川街道沿いで電気
製品等の販売店を経営し、地下倉庫
に製品を保管していたところ、豪雨
により都道からの越流によって製品
が水浸しになり被害を受けたのは、
道路の設置管理の暇疵によるもので
あるとして、都に対して損害賠償を
求めて訴えを提起した事件
都側勝訴判決
(判決時報1671号78頁）
(本事件の判例評釈・自治研究76巻
8号1188頁）
(１７)接見妨害を理由とする損害賠償
請求上告事件
(最高裁平成７年（オ）第105号、
第三小法廷判決）（響視庁事件）
Ｈ１２．６．１３判決 接見交通権を違法に妨害されたと
して、都に対して損害賠償を求めた
上告事件
都側敗訴判決
(判例時報1721号60頁）
(最高裁民集54巻５号1635頁）
(東京都法務資料40巻２号27頁）
(18)誤った行政指導を理由とする損
害賠償請求事件
(東京地裁八王子支部 平成４年
(ワ）第1424号、民事第２部判決
Ｈ１２．５．８判決 原告は、国立市職員が交付した道
路建設計画書の誤った記載を信じて
高層ビルの用地として土地を購入し
たところ、
で、国立市
これが不可能となったの
のミス、及び都に対して
は適切な勧告を怠った過失があると
して、都も被告に加え、損害賠償を
求めて訴えを提起した事件
都側勝訴判決
(時報1728号36頁）
自治体の新設合併に伴う職員の身分変動と不利益処分該当`性に関する意見書
7９（熊本法学115号'08）
主な訴訟担当事件 年月日(判決言渡） 概要
(19)国家賠償請求控訴事件
(東京高裁平成12年（ネ）第1759
号、第15民事部判決）（警視庁事件）
Ｈ１2.10.25判決 都の身分を有する北海道警察の警
察官が、地方検察庁で研修中に、検
事の補助者として捜査中、弁護士の
所属団体について調書記載をしてこ
れを刑事訴訟記録の一部として供し
たのは、プライバシーの侵害である
として都及び国等を訴えた事件の控
訴審で、原審判決を変更して都側勝
訴（国一部敗訴）を判示した控訴審
事件
都側勝訴判決
(東京都法務資料40巻３．４号合併
号67頁）
(20)都立公園の管理暇疵を理由とす
る損害賠償請求事件
(東京地裁平成11年（ワ）第5612
号、民事第18部判決）
Ｈ13.4.16判決 原告は、都立蔵花公園内の園路を
自転車で通行中、木の枝の剪定のた
め囲ったトラロープに体をとられて
転倒し、傷害を負ったのは、都の公
園の管理暇疵に起因するものである
として、都に対して損害賠償を求め
て訴えた事件
都側勝訴判決
(東京都法務資料41巻２号53頁）
(21)ラグビーの事故を理由とする損
害賠償請求事件
(東京地裁平成11年
号、民事第32部判決）
(ワ）第729
Ｈ１3.11.14判決 原告は、都立富士高校の学生であ
るが、ラグビーの練習中に転倒し、
｢頚椎損傷」の結果両下肢麻庫の傷
害を負ったのは、本来監督が立会っ
た中で練習しなければならないのに、
監督不在中による事故であるから、
過失があるとして都に対して、損害
賠償を求めて訴えを提起した事件
都側勝訴判決
(東京都法務資料41巻２号28頁）
(22)景観権侵害を理由とする損害賂
償請求事件
(東京地裁八王子支部平成８年
(ワ）第1704号、民事第２部判決）
Ｈ１3.12.10判決 原告らは、国立駅前通り（大学通
り）付近に居住し、又は同通りを利
用する者であるが、駅前の容積率を
平成元年に400％から500～600％に
上げた結果ビルが林立することとな
り景観を著しく阻害しているのは、
都の違法な都市計画に起因するもの
であるとして、都に対して損害賠償
を求めて訴えを提起した事件
都側勝訴判決
(東京都法務資料41巻２号48頁）
